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1. 平成22年3月期第1四半期の業績（平成21年4月1日～平成21年6月30日）

 (1) 経営成績(累計)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 22年3月期第1四半期 2,859 △57.7 208 △76.6 217 △75.9 127 △75.0

 21年3月期第1四半期 6,761 ― 891 ― 904 ― 509 ―

１株当たり 
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益

円 銭 円 銭

 22年3月期第1四半期 7 31 ― ―

 21年3月期第1四半期 29 26 ― ―

 (2) 財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

 22年3月期第1四半期 16,993 11,691 68.8 671 37

21年3月期 18,433 11,651 63.2 669 06

(参考) 自己資本 22年3月期第1四半期 11,691百万円      21年3月期 11,651百万円

2. 配当の状況

１株当たり配当金

(基準日) 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

      21年3月期 ― ― 5 00 5 00 10 00

      22年3月期 ― ―

      22年3月期(予想) 3 00 3 00 6 00

3. 平成22年3月期の業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

  第２四半期累計期間  5,700 △55.8   350 △82.7 350 △82.9 180 △83.7 10 32

通      期 12,600 △33.1 1,000 △67.6 1,000 △67.9 550 △68.6 31 57



 

 
  [(注) 詳細は、4ページ【定性的情報・財務諸表等】 4. その他をご覧ください。] 
(3) 発行済株式数（普通株式） 
 ① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 

 
 ② 期末自己株式数 

 
 ③ 期中平均株式数（四半期累計期間） 

 
  

  

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
  

（将来に関する記述等についてのご注意） 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的で
あると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性がありま
す。業績予想の前提となる条件等については、4ページ「【定性的情報・財務諸表等】3.業績予想に関する
定性的情報」をご覧ください。 
  
  

4. その他

(1) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

  [(注) 詳細は、4ページ【定性的情報・財務諸表等】 4. その他をご覧ください。]

(2) 四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期財務諸表作成のための
基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの）

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 無

 ② ①以外の変更 ： 無

22年3月期第1四半期 17,446,000株 21年3月期 17,446,000株

22年3月期第1四半期 31,550株 21年3月期 31,250株

22年3月期第1四半期 17,414,568株 21年3月期第1四半期 17,418,072株



当第1四半期累計期間におけるわが国経済は、世界的な金融不安に起因する企業業績の大幅な悪化や、
設備投資の冷え込みにより、極めて厳しい状況が続いております。 
 当社の属する普通鋼電炉業界におきましても、設備投資の冷え込み等の影響により国内外の企業の実需
は依然として低水準でありますが、流通の在庫調整もほぼ完了し、生産状況においても回復基調へと向か
いつつあります。 
 こうした状況のもと当社では、販売面においてはきめ細かな顧客対応を心がけ、適正な製品販売価格を
模索するとともに、生産面においては需要動向に見合った生産に徹し、役員報酬の減額を含め、様々な経
費削減を実施いたしました。また、人材の強化におきましても、昨年度に続き新規採用を積極的に実施
し、将来を見据えた次世代の人材育成に取組んでおります。 
 当第1四半期累計期間の業績は以下の通りです。 

（1）売上高 
 世界的な景気低迷の影響により、受注環境は依然として厳しい状況であることに加え、販売価格の引き
下げも大きな要因となり、売上高は前年同期間比3,901百万円減少（△57.7％）し2,859百万円となりまし
た。 

  

（2）営業利益 
 様々な管理費削減を行ったものの、販売数量減少による売上総利益の減少により、営業利益は前年同期
間比683百万円減少（△76.6％）し208百万円となりました。 

  

（3）経常利益 
 休業に伴う雇用調整助成金の受取があったものの、営業利益の減少と設備資金の借入による支払利息の
増加等により、前年同期間比686百万円減少（△75.9％）し217百万円となりました。 

  

（4）四半期純利益 
 法人税等を差し引いた結果、経常利益の減少により、前年同期間比382百万円減少（△75.0％）し127百
万円となりました。 
  

  

(1) 資産、負債及び純資産の状況 
（資産） 
 流動資産は、前事業年度末に比べ1,294百万円減少（△17.0％）し6,315百万円となりました。これ
は、大型設備投資等の決済に伴う貸付金の減少770百万円と、実需減少に合わせた在庫調整により、棚
卸資産が224百万円減少（△18.0％）したことによるものです。 
 これにより、総資産は前事業年度末に比べ1,440百万円減少（△7.8％）し16,993百万円となりまし
た。 
  

（負債） 
 流動負債は、前事業年度末に比べ1,462百万円減少（△33.6％）し2,891百万円となりました。これ
は、大型設備投資等の決済に伴い未払金が1,149百万円減少（△64.5％）したことに加え、法人税等の
納税による未払法人税等の702百万円減少（△88.3％）によるものです。 
 固定負債は、役員の退任に伴う役員退職金の支出による引当金の減少等により17百万円減少（△
0.7％）し2,410百万円となりました。 
 この結果、負債合計は前事業年度末に比べ1,480百万円減少（△21.8％）し5,301百万円となりまし
た。 
  

（純資産） 
 純資産合計は、前事業年度末に比べ40百万円増加（0.3％）し11,691百万円となりました。これは、
純利益計上により利益剰余金が127百万円増加したことと、平成21年6月26日開催の株主総会決議におけ
る期末配当金により剰余金が87百万円減少したことによります。 

  

【定性的情報・財務諸表等】

1. 経営成績に関する定性的情報

2. 財政状態に関する定性的情報
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(2) キャッシュ・フローの状況 
当第1四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前事業年度

末に比べて264百万円の減少となり70百万円となりました。なお、当第1四半期累計期間における各キャ
ッシュ・フローの状況と要因は次の通りであります。 

  
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は321百万円（前年同四半期は204百万円の収入）となりました。収入の
主な内訳は、税引前四半期純利益217百万円、減価償却費205百万円と、生産状況が回復に向かい鉄スク
ラップ購入量が増加したことによる仕入債務の増加548百万円であります。支出の主な内訳は、法人税
等の支払による支出781百万円であります。 
  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動の結果使用した資金は461百万円（前年同四半期は12百万円の支出）となりました。これ

は、前事業年度において実施した電気炉変圧器等の大型設備投資の決済による支出1,226百万円が要因
であります。 
  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動の結果使用した資金は123百万円（前年同四半期は99百万円の支出）となりました。これ

は、有利子負債の純減少50百万円と、配当金の支払い72百万円が要因であります。 
  

当第1四半期累計期間における売上高、営業損益はほぼ予定通り進捗しております。また、需要の低迷
や原材料価格の上昇により厳しい環境が当面続くものと予想されますが、適正販売価格の模索やコスト削
減等を今後も実施することにより、平成21年5月8日に公表いたしました業績予想数値の確保を目指してま
いります。よって、業績予想数値の変更はありません。 
 今後、何らかの変化がある場合には適切に開示してまいります。 

  

１．簡便な会計処理 
①棚卸資産の評価方法 
 当第１四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しましては、実地棚卸を省略し、前事業年度末の実地
棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 
 また、棚卸資産の簿価切下げに関しましては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却
価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

②固定資産の減価償却費の算定方法 
 固定資産の年度中の取得、売却又は除却等の見積りを考慮した予算に基づく年間償却予定額を期間
按分する方法によっております。 

③経過勘定項目の算定方法 
 合理的な算出方法による概算額で計上する方法によっております。 

２．四半期財務諸表の作成に特有の会計処理 
①税金費用の計算 
 当第１四半期会計期間を含む会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を
合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっております。
 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 
  

該当事項はありません。 

  

3. 業績予想に関する定性的情報

4. その他
(1) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（2）四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
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5.【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成21年6月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年3月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 70,683 334,716

受取手形及び売掛金 2,380,142 2,414,595

商品及び製品 661,504 774,388

原材料及び貯蔵品 356,411 467,539

短期貸付金 2,730,000 3,500,000

その他 117,042 118,878

流動資産合計 6,315,783 7,610,118

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,244,100 1,257,842

機械装置及び運搬具（純額） 4,232,883 4,378,346

土地 4,549,960 4,549,960

その他（純額） 435,618 431,147

有形固定資産合計 10,462,563 10,617,296

無形固定資産 26,996 15,430

投資その他の資産 188,169 190,825

固定資産合計 10,677,729 10,823,553

資産合計 16,993,512 18,433,672

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,409,045 876,942

短期借入金 596,236 647,942

未払法人税等 92,730 795,235

引当金 50,450 119,360

その他 742,808 1,914,175

流動負債合計 2,891,270 4,353,655

固定負債   

長期借入金 711,322 710,381

引当金 188,320 207,085

その他 1,511,028 1,511,028

固定負債合計 2,410,670 2,428,494

負債合計 5,301,941 6,782,150

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,453,000 2,453,000

資本剰余金 981,690 981,690

利益剰余金 6,050,567 6,010,400

自己株式 △12,645 △12,528

株主資本合計 9,472,612 9,432,562

評価・換算差額等   

土地再評価差額金 2,218,959 2,218,959

評価・換算差額等合計 2,218,959 2,218,959

純資産合計 11,691,571 11,651,522

負債純資産合計 16,993,512 18,433,672
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(2)【四半期損益計算書】 
【第１四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成20年4月 1日 
 至 平成20年6月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成21年4月 1日 
 至 平成21年6月30日) 

売上高 6,761,507 2,859,997

売上原価 5,543,478 2,403,244

売上総利益 1,218,028 456,752

販売費及び一般管理費 326,628 248,548

営業利益 891,399 208,204

営業外収益   

受取利息 2,170 2,045

仕入割引 13,118 3,310

その他 1,597 9,015

営業外収益合計 16,886 14,371

営業外費用   

支払利息 1,162 3,374

売上割引 2,266 902

その他 481 775

営業外費用合計 3,910 5,052

経常利益 904,374 217,522

特別利益   

固定資産売却益 － 605

特別利益合計 － 605

特別損失   

固定資産除却損 23,272 327

特別損失合計 23,272 327

税引前四半期純利益 881,102 217,800

法人税等 371,388 90,560

四半期純利益 509,713 127,240
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成20年4月 1日 
 至 平成20年6月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成21年4月 1日 
 至 平成21年6月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 881,102 217,800

減価償却費 166,623 205,469

賞与引当金の増減額（△は減少） 44,350 △49,410

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △19,250 △19,500

前払年金費用の増減額（△は増加） 7,050 7,014

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △4,372 △18,765

受取利息及び受取配当金 △2,170 △2,045

支払利息 1,162 3,374

固定資産売却損益（△は益） － △605

固定資産除却損 19,347 44

売上債権の増減額（△は増加） △1,152,522 34,452

たな卸資産の増減額（△は増加） △598,991 224,034

その他の資産の増減額（△は増加） 5,407 2,367

仕入債務の増減額（△は減少） 1,257,024 548,000

未払消費税等の増減額（△は減少） 5,464 △43,519

その他の負債の増減額（△は減少） △10,406 △4,767

小計 599,819 1,103,945

利息及び配当金の受取額 2,170 2,045

利息の支払額 △1,162 △3,374

法人税等の支払額 △396,338 △781,336

営業活動によるキャッシュ・フロー 204,488 321,279

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △5,000 －

定期預金の払戻による収入 30,000 －

有形固定資産の取得による支出 △193,163 △1,226,329

有形固定資産の売却による収入 － 373

無形固定資産の取得による支出 － △1,350

貸付けによる支出 △1,910,000 △4,140,000

貸付金の回収による収入 2,070,000 4,910,000

その他の支出 △3,900 △4,350

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,063 △461,656

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 300,000 749,871

短期借入金の返済による支出 △300,000 △849,871

長期借入れによる収入 － 150,000

長期借入金の返済による支出 △28,863 △100,765

自己株式の取得による支出 △688 △117

配当金の支払額 △69,540 △72,775

財務活動によるキャッシュ・フロー △99,092 △123,657

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 93,332 △264,033

現金及び現金同等物の期首残高 436,822 334,716

現金及び現金同等物の四半期末残高 530,154 70,683
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当第１四半期累計期間（自 平成21年4月1日 至 平成21年6月30日） 
 該当事項はありません。 

  

当第１四半期累計期間（自 平成21年4月1日 至 平成21年6月30日） 
 該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 
  
  
  

  

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

6. その他の情報
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